＜＜１ヶ月　まるまる出勤してないのに、定期代払うの？＞＞
有給休暇を、退職前にまとめて使う社員が多くなってきましたね。

また、交通事故や精神疾患などにより、長期休暇をとることもありえます。

＜＜定期代・交通費について＞＞

退職前に有給休暇をまとめて申請し、使いきって辞めるのが、社員側の常識となっている会社もあり、そうなると、有給休暇の申請は認めざるを得ない場合が多いです。

だというのに、今月は、全く１日も出勤していないというのに、高い高い交通費を支払うことに、経営者としては納得がいかない。そんなバカな話があるか。。と思いますよね。

そんなときは、まず、就業規則の給与規定の中の「通勤手当」の規定を確認してください。

	　　例

第○条　（通勤交通費）

交通機関を利用して通勤する者に対し、最も合理的な通常の経路および
方法による運賃実費を支給する。




こんな、あっさりした規定が多いのではないでしょうか？

でも、残念ながら、この規定では有給休暇を付与する者に対しては、たとえ会社に１日も出社してこない月であっても、通勤交通費は全額支給せざるを得ません。

それは、有給休暇の給与の払い方の規定によるものです。

↓
有給休暇の賃金の支払い方は（労働基準法第３６条）
①就業規則に基づき、所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金を支払うか・・・

②労働基準法による平均賃金を支払わないといけません。
③労使協定を締結したときは健康保険の標準報酬月額とすることもできます。

日々合理化、コストカットに頭を悩ませ、全社員で小さな努力を積み重ねているのに、従業員同士が考えても、「ムダな通勤交通費だ」とご判断いただけると思います。

＜＜そんなときの社労士のご提案です！＞＞　

　　就業規則の変更をしよう！

	☆★　こうすれば、安心、就業規則　☆★
第○条　（通勤交通費）

１．交通機関を利用して通勤する者に対し、最も合理的な通常の経路および
方法による運賃実費を支給する。

　　　２．１給与支払い期間において、実出勤がなく、全日有給休暇の取得が認められた場合、通勤交通費の支給はしない。

　　　３．１給与支払い期間において、有給休暇の取得が認められたため、実出勤日数が少ない場合、定期代と実出勤日数に応じて支払う交通費の実費を比較し、

いずれか低い方を支給する。




